
（介護給付費の28% ÷第２号被保険者数＝第２号被保険者１人当たり保険料額）
②第２号被保険者一人あたりの保険料額を計算

第２号被保険者
の保険料

第１号被保険者
の保険料

市町村
負担金

都道府県
負担金

12.5%

国

25%

12.5%

22%

（参考）協会けんぽと健保組合における介護保険料率の比較

①第２号被保険者（40~64歳）は給付費の28%を負担

協会けんぽ健保組合 共済組合国 保
など

⑤社会保険診療報酬支払基金に納付

市 市 町 町 村 村

③被保険者数に応じて負担

④各医療保険者が医療保険料と一体的に徴収

⑥各市町村に交付（各市町村の介護給付費の28%分）

28%

○ 40～64歳が負担する保険料については、その加入する医療保険の加入者数である第２号被保険者の人数に応じて負担する介護納付
金の額が決められる仕組みとなっている。
○介護納付金の総報酬割は、これを、被用者保険（協会けんぽ、健保組合、共済組合）間では報酬額に比例した負担にする仕組み。

［介護納付金の仕組み］

被用者保険間では報酬額に比例して負担す

る仕組みに改める＝総報酬割

平成２７年度介護保険料率

協会けんぽ １.５８%

健保組合 １.４０９%

※健保組合については、予算早期集計において報告の
あった組合（1384組合）ベースの速報値

介護納付金の総報酬割
㉕（ⅰ）
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0.50%

0.70%

0.90%

1.10%

1.30%

1.50%

1.70%

1.90%

2.10%

2.30%

2.50%

2.70%

現行（加入者割）

総報酬割（1/3導入）

総報酬割（1/2導入）

27

総報酬割を完全導入した場合の
報酬額に対する負担割合

（推定）１．５４％

総報酬割を導入した場合に保険
料率が引き下がると考えられる
組合数：３７９組合（２１５万人）

総報酬割を導入した場合に保険料率が
引き上がると考えられる組合数：
１，０３０組合（９２３万人）

（参考）協会けんぽ

報酬額に対する負担割合：
1.95％（国費充当後1.63％）
被保険者数１，４３７万人

（報酬額に対する
負担割合）

※ 平成２６年度決算見込み額の各健康保険組合の納付金総額を総報酬額で除して推計したものであり、実際の保険料率ではない。
※ 協会けんぽには、船員保険の第２号被保険者を含まない。

健保組合の介護保険料率（介護納付金総額／総報酬額）の分布 未定稿

平成28年8月19日
第61回 社会保障審議会
介護保険部会資料より

㉕（ⅰ）
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現行

第2号被保険者
一人当たり負担額
（労使含めた月
額）（A）

第2号被保険者
一人当たり報酬額
（年額）（B）

（A）x12／（B）

健保組合
（全組合（1,408組合）

平均）
5,125円 456万円 1.35％

協会けんぽ
国庫補助が

ない場合の負担額。
（）内は実際の負担額

5,125円
（4,284円）

315万円 1.95％
（1.63％）

共済組合
（全組合（85組合）平均） 5,125円 553万円 1.11％

○ 健保組合・協会けんぽ・共済組合の比較

現行

第2号被保険者
一人当たり負担額
（労使含めた月額）

（A）

第2号被保険者
一人当たり報酬額

（年額）
（B）

（A）x12／（B）

上位10組合平均

5,125円
841万円 0.73％

下位10組合平均 270万円 2.28％

○ 健保組合内でも、組合によって負担能力は様々

※ 平成26年度決算見込み数値データによる試算。
※ 被扶養者の報酬を「０」とみなして第２号被保険者の一人当たりの報酬額を算定している。
※ 健保組合については、特定被保険者（第２号被保険者に該当しない被保険者であって、第２号被保険者である被扶養者がある者）を除外して試算している。
※ 協会けんぽには、船員保険の第２号被保険者を含まない。

総報酬割とした場合

報酬額に対す
る負担割合

(C)

第2号被保険者
一人当たり負担額
（労使含めた月額）

(B)X(c)/12

1.54％

5,852円
【+727円】

4,043円
【‐241円】

※実際の負担額との差

7,097円
【＋1,972円】

総報酬割とした場合

報酬額に対す
る負担割合

(C)

第2号被保険者
一人当たり負担額
（労使含めた月額）

(B)X(c)/12

1.54％

10,793円
【+5,668円】

3,465円
【‐1,660円】

介護納付金に総報酬割を導入した場合の負担の変化
（現行制度における第２号被保険者一人当たりで見た負担額と報酬額の比較）

28

未定稿

平成28年8月19日
第61回 社会保障審議会
介護保険部会資料より

㉕（ⅰ）



健保組合 共済 協会けんぽ 合計被保険者人数

負担増 １，０３０組合（９２３万人） ８４組合（３４９万人） ０団体 １，２７２万人

負担減 ３７９組合（２１５万人） １組合（１万人） １団体（１，４３７万人） １，６５３万人

○総報酬割を導入した場合の各保険者の負担額変化

○総報酬割を導入した場合に負担増・減となる保険者数（被保険者人数）

※ 平成26年度決算見込み数値データによる試算。
※ 被扶養者の報酬を「０」とみなして第２号被保険者の一人当たりの報酬額を算定している。
※ 健保組合については、特定被保険者（第２号被保険者に該当しない被保険者であって、第２号被保険者である被扶養者がある者）を除外して試算
※ 協会けんぽには、船員保険の第２号被保険者を含まない。

29

協会けんぽ
国庫補助額
（加入者割分の

16.4％）
（国費充当後） 健保組合 共済

現行
（加入者割）

納付額 ８,８４０億円 １，４５０億円 ７,３９０億円 ７，０００億円 ２,１５０億円

報酬額に対する
負担割合

１．９５％ － １．６３％ １．３５％ １．０９％

総報酬割
（１／３導入）

納付額
８,２２０億円
（－６２０億円）

９７０億円
（－４８０億円）

７,２５０億円
（－１４０億円）

７,３２０億円
（＋３２０億円）

２,４５０億円
（＋３００億円）

報酬額に対する
負担割合

１．８１％
（－０．１４％）

－
１．６０％

（－０．０３％）
１．４２％
（＋０．０７％）

１．２４％
（＋０．１５％）

総報酬割
（１／２導入）

納付額
７,９１０億円
（－９３０億円）

７３０億円
（－７２０億円）

７,１８０億円
（－２１０億円）

７,４９０億円
（＋４９０億円）

２,６００億円
（＋４５０億円）

報酬額に対する
負担割合

１．７５％
（－０．２０％）

－
１．５９％

（－０．０４％）
１．４５％
（＋０．１０％）

１．３２％
（＋０．２３％）

総報酬割
（全面導入）

納付額

６，９７０億円 ０円 ６，９７０億円
７,９８０億円
（＋９８０億円）

３,０４０億円
（＋８９０億円）（－１,８７０億円） （－１，４５０

億円）
（－４２０億円）

報酬額に対する
負担割合

１．５４％ １．５４％
（＋０．１９％）

１．５４％
（＋０．４５％）（－０．４１％） － （－０．０９％）

未定稿 平成28年8月19日
第61回 社会保障審議会
介護保険部会資料より
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症総合支援事業
（認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア

向上事業 等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で実
施

新しい地域支援事業の全体像 ㉗（ⅰ）



○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援事業

へ移行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を支援。高齢

者は支え手側に回ることも。

総合事業と生活支援サービスの充実

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的なサービスの提供

（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用
しながら地域とのつながりを維持で

きる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡
がりにより、在宅生
活の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス（多
様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には

利用料も低減）
同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の

生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活支
援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介護・生
活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練等
の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等関与
する教室

介護予防・生活支援の充実

㉗（ⅰ）
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「訪問介護」とは、訪問介護員等（※）が、利用者（要介護者等）の居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事等を
提供するものをいう。

※「訪問介護員等」とは、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、旧介護職員基礎研修修了者、旧訪問介護員1級又は旧2級
課程修了者をいう。

「訪問介護」は、その行為の内容に応じ、次の３類型に区分される。

①身体介護 ≫利用者の身体に直接接触して行われるサービス等 （例：入浴介助、排せつ介助、食事介助 等）

②生活援助 ≫家事の援助であって、これを受けなければ日常生活を営むのに支障が生ずる者に対して行われるもの（例：調理、洗濯、掃除 等）

③通院等乗降介助 ≫通院等のための乗車又は降車の介助（乗車前・降車後の移動介助等の一連のサービス行為を含む）

訪問介護における身体介護と生活援助

179.7  287.1 
557.4 

834.7 

1,192.8 

367.2 
423.2 

461.0 

369.5 

300.5 

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

1,600.0

要介護１ 要介護2 要介護3 要介護4 要介護５

（分/月） 1ヶ月当たりの要介護度別・類型別利用者一人当たり

利用時間（平成27年3月サービス分（4月審査分））
： 身体介護中心型 ： 生活援助中心型

㉗（ⅰ）
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訪問介護, 10.3%

通所介護, 25.9%

福祉用具・住宅改修

サービス, 3.8%

訪問看護, 2.3%

通所リハビリ

テーション, 7.6%

特定施設入居者

生活介護, 5.8%

居宅その他, 5.7%

認知症対応型共同生活介

護, 8.4%

地域密着型その他, 4.6%

施設サービス, 18.0%

居宅介護支援, 7.6%

費用額
29,644億円
（26年度実績）

訪問介護, 19.9%

通所介護, 37.3%
福祉用具・住宅改修サービ

ス, 8.3%

訪問看護, 2.8%

通所リハビリテーション, 12.3%

特定施設入居者

生活介護, 5.3%

居宅その他, 2.4%

認知症対応型

共同生活介護, 0.4%

地域密着型その他, 1.3%

介護予防支援, 9.8%

費用額
5,561億円
（26年度実績）

軽度者に対する給付の概要

要支援１・２に対する給付

平成29年度末
までに地域支援
事業へ移行

※ 訪問介護、通所介護に係る
介護予防支援は地域支援事業
へ移行 （訪問介護、通所介護
以外に係る介護予防支援は、
引き続き給付として実施）

要介護１・２に対する給付

㉗（ⅰ）

【出典】厚生労働省「平成26年度 介護保険事業状況報告（年報）」 ※計数には、補足給付を含む。



福祉用具貸与 特定福祉用具販売 住宅改修

対象種目等 ① 車いす（付属品含む）
② 特殊寝台（付属品含む）
③ 床ずれ防止用具
④ 体位変換器
⑤ 手すり （工事を伴わないもの）
⑥ スロープ（工事を伴わないもの）
⑦ 歩行器
⑧ 歩行補助つえ
⑨ 認知症老人徘徊感知機器
⑩ 移動用リフト（つり具の部分を除く）
⑪ 自動排泄処理装置

① 腰掛便座
② 自動排泄処理装置の交換可能部品
③ 入浴補助用具（入浴用いす、浴槽用手
すり、浴槽内いす、入浴台、浴室内すの
こ、入浴用介助ベルト）

④ 簡易浴槽
⑤ 移動用リフトのつり具の部分

① 手すりの取付け
② 段差の解消
③ 滑りの防止及び移動の円滑化等のため
の床又は通路面の材料の変更

④ 引き戸等への扉の取替え
⑤ 洋式便器等への便器の取替え
⑥ その他①～⑤の住宅改修に付帯して必
要となる住宅改修

限度額 区分支給限度基準額 （要支援、要介護度
別） の範囲内において、他のサービスと組
み合わせ

同一年度で１０万円
・要支援、要介護区分にかかわらず定額

同一住宅で２０万円
・ 要支援、要介護区分にかかわらず定額

介護保険における福祉用具・住宅改修の概要

○ 介護保険の福祉用具は、要介護者等の日常生活の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための用具であって、利
用者がその居宅において自立した日常生活を営むことができるよう助けるものについて、保険給付の対象としている。原則は貸
与であるが、貸与になじまない性質のものは、購入費を保険給付の対象としている。

○ 要介護者等が、自宅に手すりを取付ける等の住宅改修を行おうとするときは、申請書を提出し、工事完成後、費用発生の事実
がわかる書類等を提出することにより、実際の住宅改修費の９割相当額が償還払いで支給される。
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（出所） 増田雅暢「世界の介護保障」2014、OECD Health System Accounts Database, 2010 等に基づき作成

○ 介護に社会保険制度を採用している主な国は、日本、ドイツ、韓国。
○ 給付については、ドイツ、韓国は導入当初は３段階（中度以上）だが、韓国は2014年、ドイツは2017年（予定）に５段階
に変更し、対象を軽度にも拡大。

○ 利用者負担については、韓国では、負担割合が在宅給付は15％、施設給付は20％とされている。（ドイツの保険給付は定額
制（部分保険）であり、それを超える部分は全額自己負担。）

（出所）厚生労働省「介護保険事業状況報告年報」に基づき作成。

介護保険総費用の構成割合
（2012（H24）年度実績）

総額
8.8兆円

27.4.27 財政制度等審議会
提出資料（一部時点修正）〔参考〕 諸外国における介護制度との比較
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日本 ドイツ 韓国

保険者 市町村等（全国で1,579） 介護金庫（全国で280）
国民健康保険公団
（全国で１）

要介護
区分

７段階（軽度も対象）
（要介護１～５、要支援１・２）

３段階（中度以上）（※）
（要介護Ⅲの「特に重度」を加えると４段
階。また、2013（H25）年に、 認知症の
者等を対象とする要介護０が創設。）
※ドイツの要介護区分は、２０１７年１月から軽
度も対象として５段階へ変更予定（要介護１
～５）。

５段階
（要介護１～４及び認知症特別
等級）
※制度導入時は３段階。２０１４年の改正により
要介護３級を３級と４級に分け、認知症特別
等級を新設し現在の5段階に至る。

給付
対象者

○65歳以上は原因を問わず
要支援・要介護状態となっ
た者
○40～64歳（医療保険加入
者）は加齢に伴う疾病（特
定疾病）により要支援・要
介護状態となった者

すべての年齢層の要介護
者

○65歳以上の要介護者
○65歳未満の老人性疾患に
より要介護状態となった者

被保険者

○第1号被保険者（65歳以
上）
○第2号被保険者（40～64歳
の医療保険加入者）

公的医療保険の加入者
（年齢制限なし）

国民健康保険の加入者
（年齢制限なし）

利用者
負担

原則１割（一定以上所得がある
場合は2割）

保険給付は定額制、それを
超える部分は自己負担

在宅給付15％
施設給付20％

総費用に
占める利
用者負担
の比率

７．１％ ３０．４％ １７．８％


